
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

我々は愛する！全てのかけがえのない人々を我々は
戦う！全ての人々のより良き生活のために自由な視
点でモノを考え直す健康とタイヤキそして権利擁護
福祉の道はイレギュラーの連続11月11日介護の日刑
務所に自由はない福祉に自由はあるか何か守りに入
ってません？重度化の中で個性を見失わない支援者
として石橋は叩くか飛び越えるかめぐり逢いの中で
生きてゆくまた少し人を好きになる社会の中で彼に
選択肢はなかったのではないか？倫理のジレンマジ
ョハリの窓その人らしく生きるっていろいろあるよ
ねあったかい一言と大丈夫のまなざし地域密着型消
防団員ソーシャルワーカー依存症とは安心して人に
依存できない病気汗をかく資格は学びの世界へのパ
スポート loveandmercy わき役に徹し愚直に支援を
リレーする頭は冷静にして高速回転心は燃える備長
炭相談援助で希望が見えるなければつくる現場なく
して福祉なし孤独への挑戦肉眼と心眼と懇眼コスト
だけでは考えない自分には何ができるか何をすべき
か共に生きる今の仕事が好きだから頑張れると思う
んだ21世紀は人間福祉時代居場所を求めて私が銭湯
に行く理由自分自身の感情を感じることがんばらな
いつかれましたでもこれが出発点You are the first 
ホンネで話す目指せ助っ人違っていいよね生活世界
をみつめる頼まれたら断らないおかしいことはおか
しいんだひたむきさと諦めない気持Doing と being
発展途上の私実践なき理論は空虚であり理論なき実
践は無謀である人は材料にあらず人は財産である手
段と目的誰にだってできることは必ずある現実の否
定から物事を考えないつながりをととのえる双方向
の視線おもいそしていのちを支える Try 走る社会福

祉 
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N A C S W 
Nagano Association of Certified Social Workers 

 

長野県社会福祉士会は 1992（平成４）年に設立し 30周年を 
迎え、記念誌を発行しました。記念誌本篇には本会設立の 
経緯、展開してきた事業、ソーシャルアクション及び設立 30
周年記念セミナーの概要等を掲載しており、ホームページにア
ップしています。本誌はダイジェスト版ですので、関心のある
方は是非本編をご覧ください。検索方法は右記の通りです。                 

長野県社会福祉士会 🔎 ⇒ 設立 30 周年記念誌 

※ 表紙のデザイン（文字）は長野県社会福祉士会広報誌に 

これまで掲載された会員の寄稿文からの抜粋です。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県社会福祉士会の設立総会  
 1992 年 11 月 1 日長野県社会福祉総合センター（長野市）において、 

県社会部、県社会福祉協議会、長野大学及び県理学療法士会、県作業 

療法士会、日本社会福祉士会設立準備委員会等からご臨席いただき、 

正会員 31 人、準会員 10 人の出席により開催した。総会では理事 8 名 

と監事 2 名を選出、事業計画には社会福祉士学会や地区毎の国家試験 

受験対策講座の開催等を盛込み当初事業予算は 37 万円であった。 

 

日本社会福祉士会の設立総会   
1993 年 1 月 15 日に、みぞれ混じりの寒風をついて、「歴史

に 1 度！人生に 1 度」を合言葉に、東京八王子の大学セミナー

ハウスで、全国の入会者 555 人を代表する 313 人が参加（長

野県からは 12 人）で設立された。 

設立総会では、「日本社会福祉士会設立宣言」が会場を揺る

がす嵐のような拍手で採択された。また、日本ソーシャルワー

カー協会の倫理綱領を「ソーシャルワーカーの倫理綱領」とし

て日本社会福祉士会の倫理綱領とすることも決定した。 

 

日本社会福祉士会第 3 回全国大会  
諏訪市で開催し日本社会福祉士会の社団法人化の重要な大会と位置づけられた。この大会を 3 日後に控えた

1995 年 1 月 17 日の早朝、近畿地方をマグニチュード 7.3 の地震が発生した。地震の被害は淡路島を含む兵庫

県南部と大阪府の一部に及ぶ広範囲なものとなった、「阪神淡路大震災」の発生である。この予期しない事態に

直面する中、大阪支部の代表が「私たちは兵庫県支部の皆さんから、『今回の大会は日本社会福祉士会の法人化

を決める非常に重要な会議。我々は現地を離れる訳にはいかないが、一人でも多くの人が出席し大会を是非成功

させて欲しい」等の訴えもあり、社団法人設立総会では設立に関する決議の 8 議案全てを提案通り可決承認し、

最後に兵庫県南部地震被災者救援に関する特別決議が提案され満場一致で採択した。 

 

介護保険・ケアマネジメント  
 社会福祉の仕組みが大きく変わり、戦 

後の社会福祉の基礎構造が変化をしてい 

く真っ只中、本会は設立間もない時期か 

らケアマネジメントについて研修を重ね、 

ソーシャルワークという切り口から当時 

公的介護保険と呼ばれていたこの制度の 

課題についても取り組んでいた。 

設立５周年に当たり、社会福祉・医療 

事業団から助成金を得て、介護保険、ケ 

アマネジメントというテーマで研修会を 

開催した。 

介護保険に関わる公開セミナーは、 

1997年 11月に小諸市民会館に県下から 

500人の参加者を迎え「介護保険導入と 

これからの地域ケア」をテーマに橋本泰 

子氏（西南女学院大学教授）の講演とシンポジウムを行った。 

ケアマネジメント研究集会は、1998年 2月松本市民会館に 700人もの参加者を迎え「ケアマネジメント論」をテー

マに白澤政和氏（大阪市立大学教授）の講演とシンポジウムを行った。介護保険制度施行直前で、ケアマネジメントは

関心の高いテーマでもあり、当初予定の会場を急遽変更しての開催であった。 

 

第1 章 ▶任意団体時代：草創期 

市民タイムス 1998 年 2 月 3 日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害福祉支援の取組み   
1995 年 1 月の阪神淡路大震災の支援は、日本社会福祉士会からの

派遣要請に応え、役員を中心に 9 人延べ 37 日間、神戸市長田区に原

則 3 泊 4 日を 1 クールでの救援活動を行った。 

2011 年 3 月の東日本大震災の支援には、延べ 34 人が 147 日間に渡り

宮城県・岩手県内の地域包括支援センターでの避難所や仮設住宅で要支

援者のニーズ調査、仮設住宅入居者の台帳づくり等の支援活動を行っ

た。2011 年度は原則１クール 6 日間、翌 2012 年度も原則 1 クール 9 日

間で継続して行われた。 

2016 年 7 月に県介護福祉士会・県医療社会事業協会・県介護支援専

門員協会に共催を呼びかけ、県看護協会の後援を得て災害派遣福祉チー

ム（ＤＷＡＴ）の立上げを目指し災害福祉支援フォーラムを開催した。 

2019 年 2 月に県社会福祉協議会の呼びかけにより、官民 21 団体

で構成される「長野県災害福祉広域ネットワーク協議会」（通称「災

福ネット」）が設立された。同年 10 月の台風 19 号の大災害に際して

は、設立間もない「災福ネット」との緊密な連携の中で登録者 40 人

延べ 115 人（災福ネット構成団体 21 団体の中では最大の派遣人員）

が避難所支援の活動を担った。 

 

 

介護問題緊急アピール特別委員会   
1999年2月、県内で在宅での介護を巡る殺人や心中事件がマスコミ

等で取り上げられ表面化しただけでも６件発生した。職能集団として

社会福祉士会の社会的責任を考え、「社会福祉士としての専門的援助、

介護者・被介護者の立場に立った実践と社会に対する働きかけ」を理

念とした「介護問題緊急アピール特別委員会」を立ち上げた。この時

期はマスコミ報道もあり、県民の介護に対する関心が非常に高まった

時期でもある。特別委員会では、緊急介護電話相談、男性家庭介護者

の介護意識調査とパネルディスカッションを開催し、「安心して在宅福

祉・介護が営めるように」と題するアピールを決議して発信した。 

 

「福祉・介護」電話相談事業 
特別委員会の「緊急！介護電話相談」から「福祉・介護電話相談」

「福祉なんでも電話相談」と名称を変更しながら 2003 年まで実施

した。1999年 2月 の「緊急！介護電話相談」は、2 日間実施した。 

 相談件数は合計 33件（FAX相談含む）あり、28名の会員が相談

対応した。内容は、「介護の現状への訴え」や「認知症への対応」が

多く、家族介護の限界と介護保険制度と相談窓口の周知、支援者の

専門性向上、地域包括ケア展開等の課題が浮き彫りとなった。 

 

介護支援専門員受験試験対策講座 
介護支援専門員（以下、「ケアマネ」という）になるためには、「ケ 

アマネ実務研修受講試験」に合格する必要がある。1998 年度より

ケアマネ試験対策講座(直前ポイントセミナー)及び模擬試験を県

下 2会場で 2002年度まで実施した。 

講師には、会員で国が実施した「ケアマネ指導者研修会」修了者が

担い、介護支援サービス・要介護認定論・介護保険の基本視点・介護

保険制度論の講義を行い併せて、模擬試験も県下2会場で実施した。 

 

第2 章 ▶任意団体時代：改革期 

信濃毎日新聞1999年2月4日 

 

信濃毎日新聞2016年7月24日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉士・生涯研修制度 
研修は会設立時から実施してきたが、生涯研修制度の基礎課程は、基礎研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲからなる。基礎研修では６つの

領域に分かれた科目をⅠ～Ⅲの連続した研修過程を通じて学ぶこととなり、最長でも 6 年間で修了することとなってい

る。この課程では、社会福祉士会や生涯研修制度についての理解、社会福祉援助の共通基盤の基礎的な部分を押さえなが

ら基礎的な実践力を担保するとともに、専門職としてのアイデンティティを形成することをねらいとしている。 

認定社会福祉士制度は、社会福祉士の研鑽とキャリアアップを支援するとともに、相談援助実務につく社会福祉士を

対象として高齢、障害、児童・家庭、医療、地域社会・多文化の５分野に分け実践力を評価・認定する制度であり、第

三者機関である認定社会福祉士認証・認定機構が運営する制度である。 

 

権利擁護センターぱあとなあながの   
本会の内部組織で、基礎研修Ⅰ・Ⅱ・Ⅲを修了し成年後見人等

養成研修修了者で構成するぱあとなあでは、福祉関係者のための

成年後見制度活用講座、市町村行政職員等を対象にした実務担当

者研修会や福祉関係者はじめ一般県民を対象にした成年後見利

用促進・権利擁護推進セミナーを開催してきた。 

成年後見制度の普及・理解促進を目的にした「成年後見制度利用促

進パンフレット」の作成配布を行うとともに、県弁護士会、リーガル

サポートながの等と協力して県成年後見団体連絡会を組織し、県社

会福祉協議会と共催で成年後見無料相談会を各地で開催してきた。 

 

高齢者虐待対応現任者標準研修／虐待対応専門職チーム 
2010 年度から毎年 3 日間の日程で県高齢者福祉課（現・介護支援課）と県弁護士会の協力を得て、市町村行

政職員や地域包括支援センター職員を対象に開催してきた。2020 年度からは県からの受託事業として県と県弁

護士会との共催で開催している。虐待対応専門職チーム設置の取組みは、2013 年 3 月に県弁護士会と設置協定

を締結し、2016 年 4 月には、障害者虐待防止法の施行等も踏まえ、 

障がい者も対象にした「高齢者・障がい者虐待対応専門職チーム」 

に移行した。専門職チームの派遣は、当該市町村と県弁護士会と 

本会の三者契約に基づき行ってきたが、2019 年度以降は、県が 

「高齢者虐待対応伴走支援事業」を開始して、市町村の経費負担の 

軽減を図っている。専門職チーム派遣の実績は 33 自治体に及んだ。 

 

重症心身障害児・者シンポジウムの取組み 
 東北中南信を巡回し 2010 年から開催している。毎回、開催地の

当事者・家族を中心に支援者によるシンポジウムを行い、地域の課

題を抽出し検討、地域での啓発を目指してきた。各開催地では医療

や福祉の専門職、当事者・家族が参加することにより地域ネットワ

ークの構築の起点ともなってきた。 

 

設立 20周年記念セミナー（明日の福祉を考える公開セミナー）   
2012 年５月に参加者 600 人を迎えて開催した。「がんばらない、

あきらめない、なげださない！―社会福祉士・介護福祉士福祉専門

職への期待―」をテーマに鎌田實氏（医師・作家、諏訪中央病院名

誉院長）が記念講演。その後「その人が その人らしく あり続け

るために！―社会福祉士・介護福祉士専門職の役割・期待」をテー

マに阿部守一長野県知事、市川一宏ルーテル学院大学長、石橋真二

日本介護福祉士会長、宮島渡アザレアンさなだ総合施設長によるパ

ネルディスカッションを行った。 

第 3 章▶社団・一般社団法人時代：発展期 平成19～平成27 

信濃毎日新聞 2012 年 5 月 20 日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域生活定着支援センター事業   
罪を犯して矯正施設（刑務所、少年刑務所等）

に収容され高齢や障がいがあって退所しても、

親族等の受入先がない方を福祉サービスに繋ぐ

支援である。厚労省は 2009 年７月から定着支

援センターの設置を全国で進め、本会は 2012年

度から県の受託事業として開始した。 

また、公益社団法人に認可された 2016 年度

からは、児童虐待・ＤＶ24 時間ホットライン業

務も受託し事業を継続している。 

  

身寄り（身元保証）問題への取組み 
2018年から「医療・福祉現場における保証問題を考えるセミナー」

を開催し取組みを開始した。会員に対して、「住まう」権利が阻まれた

り、課題となった事例に関する実態調査を行った。そして「身元保証

人に関連する諸課題は、単身世帯の増加や老々世帯の増加、家族関係

の希薄化等により、避けては通れない喫緊の課題である。早急に県・

市町村行政と関係機関と本課題について長野県全体で取組みを始め

る必要がある。」等の身元保証人に関する諸課題の提案を行った。 

2019 年２月さかきテクノセンター大研修室に参加者 141 人を

迎え、「住まう」権利の視点から身元保証問題を考えるセミナー

を開催し福祉活動委員会から「住まう権利が阻まれたり、課題と

なった事例に関する実態調査結果」の報告、県社会福祉協議会か

ら「長野県あんしん創造ねっとの現状と今後の展望」の報告が行

われた。「介護施設等における身元保証人等に関する調査研究事

業からみた身元保証問題の考え方と対応」をテーマに、冨永忠祐

氏（弁護士、東京都・冨永法律事務所）の講演が行われた。 

2021 年 11 月からは、身寄り問題をテーマに身元保証について

の取組み「信州みよりだより」を隔月に作成し、会員及び事業所

への広報を行っている。2021 年 12 月には県社会福祉協議会との

共催でオンラインにより「医療・福祉現場の身元保証人問題を考

えるセミナー」を開催した。 

 

設立 30 周年記念公開オンラインセミナー 
2022年 6月 19日冒頭に会長の挨 

拶、県知事、県社会福祉協議会長、 

日本社会福祉士会長の来賓祝辞と後 

援団体からの祝辞・メッセージの紹 

介等の記念式典を行った。記念鼎談 

は、本会の設立にも関わった山口光 

治氏（淑徳大学・学長）、原田正樹氏（日本福祉大学・前副学長）と佐藤もも子氏（理

事・福祉活動委員会委員長）による「ソーシャルワーカーとして現代に伝え、未来に繋

ぎたいことがある」をテーマに「信州から全国への発信」「権利擁護、地域共生社会、

メゾマクロ」「ソーシャルワーカーの役割・期待・協働」の 3幕で行われた。 

トークセッションは、「会員組織や事務局体制、広報活動」「相談事業や研修・研鑽等

の事業展開」「ソーシャルアクション、県行政等への提案・提言」の 3部構成で、30周

年記念誌編集プロジェクト委員を中心に 22人がリレートークを行った。 

第 4 章▶公益社団法人時代：躍動期 平成28～令和４ 

信濃毎日新聞 2019年 2月 16日 
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津久井やまゆり園の事件について（会長声明・抜粋）  
７月26日未明、神奈川県相模原市の障がい者支援施設において、入所者19人が

殺害され、26人が重軽傷を負わされるという悲惨な事件が起こってしまいました。                 

＜中略＞ この事件は、障がい者に対する究極の人権侵害であり、虐待であり、

生命の尊厳を冒涜するものです。この行為を私たちは断じて許すことが出来ませ

ん。福祉の担い手であったはずの男性がこのような事件を引き起したことについ

て、日本の福祉の脆弱さ・未成熟さを思わざるを得ません。とりわけ、男性が元職

員であるという背景を考えると、労働環境や人材育成までも含めた、日本の福祉現

場の危機的な状況が露呈したものとも捉えられます。 ＜中略＞ 

殺害された19人の氏名について、ご遺族からの要望があって非公表となったと

の報道がなされました。そこには、今なお障がい者に対する社会の差別、偏見に苦

しむ家族の姿があり、まさに、障がいは社会の方にあると考えます。＜中略＞ 

私たち長野県社会福祉士会は、様々な関係機関・団体等と連携しながら、人間

の尊厳を尊重するという意識を、社会の隅々まで浸透させ共有し、障がいがあっ

ても差別されない共生社会の実現を目指して取り組みます。   

2016(平成 28) 年 7 月 29 日 

公益社団法人長野県社会福祉士会 

会 長  三 村 仁 志 

 

高齢者への虐待防止と高齢者の尊厳保持に向けて（会長声明・抜粋）   
2019 年 12 月の新聞報道によると、長野県内の老人福祉法に基づく

有料老人ホームの要件を満たしたサービス付き高齢者住宅において定

員超過に加え、利用者７人に対する身体拘束による高齢者虐待が発生

したことが明らかとなりました。 ＜中略＞ 

福祉サービスを必要とする高齢者には、身体機能や認知機能の低下

により、虐待等の権利侵害を受けても、自ら助けを求め、または逃げ出

すことができない状況にある人もいます。 ＜中略＞ 

私たち長野県社会福祉士会は、養介護施設従事者等による虐待の発生

状況や県内での虐待事案に対する報道を重く受け止め、社会福祉士の倫

理綱領に従い、「高齢者虐待は高齢者への最大の権利侵害である」という

認識のもと、高齢者虐待防止法や介護保険法で規定する「高齢者の尊厳

保持」の実現を目指して、高齢者虐待対応研修やキャリア形成訪問指導

事業、長野県弁護士会との協定に基づく虐待対応専門職チーム派遣等の

事業に、より一層積極的に取り組んでいくことをここに声明します。 

2020(令和 2)年１月 14日 

公益社団法人 長野県社会福祉士会 
会 長  萱 津 公 子 

 

第 5 章▶ソーシャルアクション①・・・・・・・・・決議・会長声明 

信濃毎日新聞 2020 年 1 月 15 日 

信濃毎日新聞 2016 年 7 月 30 日 

◆ 安心して在宅生活・介護が営めるために(決議) 1999 年８月   

◆ 孤立死を見逃さない地域づくりに関する声明 2012 年 3 月 

◆ 社会福祉士会宣言及び生活保護基準引き下げ反対アピール 2013 年 3 月  

◆ 障がい者の権利擁護と適切な虐待対応を求める会長声明 2013 年 12 月   

◆ 集団的自衛権行使にかかる安全保障関連法案について(会長声明) 2015 年 7 月 

◆ 障がい者・高齢者の虐待防止と虐待を見逃さない地域づくりについて(会長声明) 2016 年 1 月   

◆ 障がい者雇用の水増し問題を契機とした共生社会実現に向けて(会長声明) 2018 年 9 月 

◆ コロナ禍における権利擁護支援に積極的に取組むためのアピール 2021 年 2 月     

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
施設長に福祉専門資格者の積極的な登用等について（要望） 
■ 共同要望：長野県介護福祉士会／長野県精神保健福祉士協会 

■ 要望期日：2001年 4月 17日 

■ 要望内容： 

・施設長や相談員への専門職起用、研修など職員の資質向上に必要な支援 

・宅老所やグループホーム等小規模・多機能ケアのモデル事業の実施 

■ 要 望 先：長野県知事  

 

高齢者・障がい者の虐待対応について（要望） 
■ 共同要望：長野県弁護士会 

■ 要望期日：2016年 4月 15日 

■ 要望内容： 

・市町村支援の虐待対応専門職チーム派遣の積極的な活用について 

・高齢者虐待防止法、障害者虐待防止法の普及について 

・高齢者及び障がい者虐待対応等の研修会について 

・虐待対応・権利擁護のために成年後見制度の活用について 

■ 要 望 先：長野県知事及び市町村長  

第 5 章▶ソーシャルアクション②・・・・・・・・・政策提言・要望 

主な長野県知事・市町村長等への要望 

◆ 介護保険認定審査会委員について（要望） 1999年 3月 10広域圏介護保険広域連合長 

◆ 社会福祉施設等における身体的暴力の防止について（要望） 1999年 6月 長野県知事  

◆ 福祉施設長に福祉専門資格者の積極的な登用等について（共同要望） 2001年 4月 長野県知事 

◆ 社会福祉士の登用について（共同要望） 2008年 2月 長野県知事、81市町村長 

◆ 成年後見の市町村長申し立て等について（共同要望）2010年 2月 長野県知事、77市町村長 

◆ スクールソーシャルワーカー活用事業について（共同要望）2011年 1月 長野県教育委員会 

◆ 社会福祉士の任用及び2015年度福祉予算拡充等について（要望） 2014年１1月 長野県知事、77市町村長 

◆ 高齢者・障がい者の虐待対応について（共同要望） 2016年4月 長野県知事 

◆ 市町村高齢者(老人)福祉計画・介護保険事業計画等の要望 2017年 12月 長野県知事、77市町村長 
  

主なパブリックコメント（意見・提言） 

◆ しあわせ信州創造プラン(2018年1月)        ◆ 第７期長野県高齢者プラン(案）（2018年３月） 

◆ 長野県障がい者プラン2018(案）(2018年３月) ◆ 第５次長野県男女共同参画計画(案）(2021年3月) 

◆ 新たな長野県高齢者プラン(2021年 5月) ◆ 長野県住生活基本計画(素案）(2021年 10月)  

◆ 長野県障がい者共生社会づくり条例(案）(2021年 12月) 

信濃毎日新聞 2001 年 4 月 18 日 

信濃毎日新聞 2016 年 4 月 16 日 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県社会福祉士会の歩み（概要）   

西 暦 和 暦 月 主に本会の動き（組織・事業・ソーシャルアクション等） 長野県・日本（士会）等社会の動き 

1992 4 11 ＊長野県社会福祉士会設立 長野市 全31人 ＊社会福祉事業法改正（福祉人材確保法）制定 

1993 5 1 ＊日本社会福祉士会設立総会 東京八王子市、全国から313人、長野県から12人参加 

1994 6 6 ＊定期総会 長野県社会福祉総合センター 役員選出  ＊21世紀福祉ビジョンの策定 

1995 7 1 ＊阪神淡路大震災発生、第３回日本社会福祉士会全国大会諏訪市での開催、 3日前の大震災・困難の中で社団法人化決議 

1996 8 5 ＊介護に関る相談事業受託正会員100人突破 ＊日本社会福祉士会 社団法人の認可 
＊精神保健福祉法成立 
＊介護保険法公布、2000.4.1施行 

1997 9 11 ＊介護保険を考えるセミナー(福祉・医療事業団助成事業)  
  12 ＊設立５周年記念式典 松本市「グリーンホテル」 

1998 10 2 ＊ケアマネジメント研究集会(福祉・医療事業団助成事業)    ＊長野冬季パラリンピック開催、特定非営利活動促進法成立 

1999 11 2 ＊介護問題緊急アピール特別委員会設置、緊急電話相談 ＊生涯研修センター設置、成年後見センター創設 

  8 ＊決議 安心して在宅生活・介護が営めるために  

2000 12 4 ＊県知事に３項目提言(県社士会・県介護士会・県PSW) ＊介護保険制度・成年後見制度施行 

2001 13 1 ＊事務所開設（県庁近くの雑居ビル内、事務員配置） ＊社会福祉法公布・施行、児童虐待防止法公布・施行 
  5 ＊定期総会、成年後見センターぱあとなあ・ながの発足 ＊配偶者からの暴力の防止被害者保護に関する法律制定 

2002 14 11 ＊設立10周年記念セミナー開催 戸倉町「白鳥園」 ＊ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法施行 

2003 15 4 ＊県知事、市町村長宛 介護認定審査会の要望              ＊介護保険法改正、高齢者虐待防止法制定 

2006 18  ＊県士会ニュース100号達成                  ＊社会福祉士及び介護福祉士法の改正 

2007 19 ７ ＊社団法人認可・登記                    ＊「福祉人材確保指針」改正 

  10 ＊県知事 社会福祉士登用について（3団体共同要望）  

2008 20 7 ＊成年後見人養成支部委託研修開始（以後定例化） ＊県スクールソーシャルワーカーの正式配置 

2010 22 5 ＊キャリア形成訪問指導補助事業開始（以後定例化） 

  6 ＊高齢者虐待対応標準研修 （3日間、以後定例化） 

  11 ＊事務所・事務局を県食糧会館６Fに移設 

   ＊重症心身障がい児者シンポジウム 佐久（以後定例化） 

2011 23 3 ＊栄村大震災発生 ＊東日本大震災発生 
＊障害者虐待防止法制定    ＊声明 孤立死を見逃さない地域づくりに関する声明 

2012 24 4 ＊長野県地域生活定着支援センター受託開始 ＊障害者総合支援法成立 
＊子ども・被災者支援法 
＊子ども・子育て支援法 

   ＊孤立死防止緊急電話相談実施 

  5 ＊社会福祉士 基礎研修Ⅰ開始 

   ＊設立20周年記念公開セミナー（県介護福祉士会と共催） 

2013 25 2 ＊社会福祉士会あり方検討会からの提言 ＊障害者差別解消法制定 
＊子どもの貧困対策法制定 
＊生活困窮者自立支援法成立 

  ３ ＊決議 社会福祉士会宣言・生活保護基準引き下げ反対アピール 

  9 ＊一般社団法人に移行・登記 

  12 ＊会長声明 障がい者の権利擁護と適切な虐待対応を求める 

2014 26 1 ＊累犯障がい者・高齢者の支援を考えるセミナー（以後定例化） ＊障害者権利条約批准 

  5 ＊社会福祉士 基礎研修Ⅱ 開始  

2015 27 5 ＊社会福祉士 基礎研修Ⅲ 開始 ＊認定社会福祉士制度開始 
＊介護保険予防給付が介護予防・日常生活支援総合事業   7 ＊会長声明 集団的自衛権行使に係る安保関連法案について 

2016 28 1 ＊会長声明 障がい者高齢者の虐待防止の地域づくりについて  

   ＊県への要望(虐待対応・権利擁護・成年後見普及等）  
  4 ＊公益社団法人認可・登記 ＊改正社会福祉法（社会福祉法人制度改革）公布 

   ＊児童虐待・DV24 時間ホットライン業務受託（県）  

   ＊虐待対応専門職チーム派遣協定 県弁護士会と締結  
  7 ＊会長声明 津久井やまゆり園の事件について ＊津久井やまゆり園の事件 

2017 29 8 ＊ソーシャルワーカーデー連動企画（以後定例化）   

2018 30 2 ＊成年後見利用促進・権利擁護セミナー（以後定例化）／福祉現場等の保証問題を考えるセミナー(以後定例化） 

   ＊意見提言 第７期長野県高齢者プラン(案) ／ 長野県障がい者プラン2018(案) 
  9 ＊会長声明 障がい者雇用の水増問題を契機とした共生社会実現に向けて 

2019 31 3 ＊理事会初のオンライン・スカイプ会議（県下 3会場） ＊日士会・会費の値下げ提案（規則改正の議事動議） 
  10 ＊台風第19 号発生、災害支援  

2020 2 1 ＊会長声明 高齢者への虐待防止と高齢者の尊厳保持に向けて  

  2 ＊決議 コロナ禍の権利擁護支援に積極的に取組むアピール ＊世界保健機関（ＷＨＯ）緊急事態宣言、新型コロナ猛威  

2021 3 ～ 
＊意見提言 第５次長野県男女共同参画計画（素案）／県第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画(案) 

県高齢者プラン（案）／県住生活基本計画（素案）／県障がい者共生社会づくり条例（仮称） 

2022  ４ 6 ＊設立30 周年記念セミナー Zoom オンライン開催  


